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② 製品 1単位を生産するのに必要な電力使用量での比較 

※30 社中 21 社（団地全体の電力使用量の 9割超）の生産量等のデータ（印刷枚数、

生産量、売上高等）による算出。 

 

    
 

③ 最大需要電力 

事業実施期間のピーク電力最大値：1,918kW 

昨年度の同時期のピーク電力最大値：1,930kW 

(4) 実施内容 

  ① 電力使用量の見える化 

ア 団地組合事務局と参加企業のうち 3 社に対し、30 分単位で使用電力を計測でき

る機器を貸与。それ以外の参加企業は月単位の電力使用量をインターネット上で

把握可能にした。 

イ 参加企業全社に対し、自社の省エネ取り組み状況を確認できるシステムである

「スマート省エネマラソン」を導入。「スマート省エネマラソン」では、自社の電

力削減状況のほか、団地内で高い省エネ目標達成率を上げている企業（上位 5 社

程度）の情報も一部確認できるようになっており、団地内企業全体の省エネ意欲

向上につなげた。 

  ② 省エネサポート 

   ア 参加企業に対し、生産現場や事務所の視察等を通じ、設備・機械の運用改善ア

ドバイスを実施。 

     ・空気圧縮機（コンプレッサ）の設定圧力低減 

     ・レーザー加工機の周辺設備である冷却水発生装置の昇温 等 

   イ 月次分析シートにて各企業の取り組みを評価。 

     ・生産設備の通電、稼働状況の記録 

     ・エネルギー別の使用量、料金の把握による社内意識向上  等 
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(2) 実証実験報告書の作成 

   実証実験の結果について、札幌市公式ホームページに報告書を掲載。（平成 26 年 5

月ごろ） 

補助事業で得られたノウハウ、成功事例等と合わせ、市内企業に広く普及を図って

いく。 

 

＜参考＞「札幌型スマートファクトリー化推進支援事業」について 

 (1) 目的 

   ものづくり産業が集積している工業団地等の効率的な電力使用を推進していくこと

で、団地内企業の経営基盤強化を図る。さらには、そこで蓄積した省エネのノウハウ

を普及させることにより、市全体の電力使用量削減につなげ、札幌市まちづくり戦略

ビジョンで掲げる「低炭素社会」の実現につなげていく。 

 (2) 内容・展開 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

経済局産業振興部ものづくり産業課 柄澤・小野

電話：211－2362

平成２４年度 

市内工業団地の

電力使用状況を

調査し、事業実

施に最適なモデ

ル団地を選定 

電力使用状況調査 モデル団地に対する実証実験 他工業団地等への展開 

 モデル団地に対し、 

・電力使用量の可視化 

・省エネルギーサポート 

・省エネを継続するための仕組み作り 

・未来の電力使用に向けた取組み  

にて電気使用量を削減、成果を展示会等 

で PR 

平成 25 年度の実施結果につい

て報告書を作成。その取り組み等

を他工業団地等にも広く普及して

いく。 

補助金による支援により、「札幌

型スマートファクトリー」を拡大 

民間コンサルティング会社等への 

委託、予算 700 万円 

工業団地が実施する電力見える化

機器導入、省エネコンサルティング

に対する補助 

平成 25・26 年

度で得た省エネ

ノウハウを市内

企業に普及。 

また、再生可能

エネルギー等の

電源設備導入に

よる更なるエネ

ルギーの効率化

を促進 

更なる発展 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度以降 


